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５ 閉 会



陳情第 １ 号 

 

県立高等学校教育改革に係る件について 

 

１ 「六ヶ所高等学校の活性化推進に係る検討を求める要望書」の件 

 

 ・提出者住所  青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附４７５番地 

 

 ・提出者氏名  六ヶ所村長 戸田 衛 

 

・受理年月日  令和３年７月２９日 
 

 

２ 「六ヶ所高等学校の活性化推進に係る支援を求める意見書」の件 

 

 ・提出者住所  青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附４７５番地 

 

 ・提出者氏名  六ヶ所村議会議長 髙橋 文雄 

 

・受理年月日  令和３年７月２９日 
 

 

３ 「青森県立大間高等学校存続について」の件 

 

 ・提出者住所  青森県下北郡大間町大字大間字奥戸下道２０番地４ 

 

 ・提出者氏名  大間町長 野﨑 尚文 外８名 

 

・受理年月日  令和３年７月３０日 
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４ 「青森県立浪岡高等学校の存続を求める要望書」の件 

 

 ・提出者住所  青森県青森市中央１丁目２２番５号 

 

 ・提出者氏名  青森市議会議長 長谷川 章悦 

 

・受理年月日  令和３年８月５日 
 
 

５ 「青森県立浪岡高等学校の存続を求める要望書」の件 

 

 ・提出者住所  青森県青森市浪岡大字北中野字上嶋田４２番地４ 

 

 ・提出者氏名  浪岡高校の存続を求める会会長 山内 栄隆 

 

・受理年月日  令和３年８月２６日 
 
 

６ 「青森県立大湊高等学校及び青森県立むつ工業高等学校を対象とした統

合校案の白紙撤回と再考を求める意見書」の件 

 

 ・提出者住所  青森県むつ市中央１丁目８番１号 

 

 ・提出者氏名  むつ市議会議長 大瀧 次男 

 

・受理年月日  令和３年８月２７日 
 
 

７ 「青森県立大湊高等学校及び青森県立むつ工業高等学校を対象とした統

合校案の白紙撤回と再考を求める意見書」の件 

 

 ・提出者住所  青森県下北郡東通村大字砂子又字沢内５番地３４ 

 

 ・提出者氏名  東通村議会議長 丹内 俊範 

 

・受理年月日  令和３年８月２７日 
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議案第１号 
 
 
 

令和３年度青森県教育委員会の事務の点検及び 

評価に関する報告書について 

 

 

 

 令和３年度青森県教育委員会の事務の点検及び評価に関する報告書を、

別冊のとおり作成する。 
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［その他］ 
 
 
 
 

青森県立高等学校教育改革推進計画第２期実施計画（案）に関する 

地区懇談会における意見等について 

 

 

１ 地区懇談会 

■ 実施状況 

月日 地区 開催市町村 参加者 発言者 アンケート回答者数 

7/14 三八 八戸市 １４人 ２人 １１人 

7/16 上北 十和田市 １６人 ５人 １３人 

7/19 東青 青森市 ８５人 １８人 ３６人 

7/21 下北 むつ市 ９１人 １５人 ６１人 

7/26 中南 弘前市 １８人 ５人 １４人 

7/28 西北 五所川原市 ８４人 １３人 ５２人 

7/30 東青 青森市(旧浪岡町地域) １６９人 ２１人 ４５人 

8/2 下北 むつ市 ９６人 ２４人 ６５人 

合 計 ５７３人 １０３人 ２９７人 

※ 参加者の人数は報道機関の人数を除く。 

※ 東青地区・西北地区・下北地区において、地区懇談会の追加開催を予定している（実

施時期等検討中）。 

 

２ パブリック・コメント 

■ 実施期間 令和３年７月８日 ～ ８月１６日（４０日間） 

■ 提出件数 ５７人 延べ１３９件の意見 

 

 

３ 陳情 

  ■１４件 

 

 

４ 地区懇談会における意見等 

  ■ 別冊のとおり 
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青
森
県
教
育
委
員
会
の
事
務
の
点
検
及

び
評
価
実
施

要
綱

（
趣
旨
）

第

一

こ
の

要
綱
は
、
地
方
教
育

行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
一
年
法
律
第
百
六
十

二
号
）
第
二
十
六
条
の
規
定

に
基
づ
き
、
教
育
委
員
会
の
権
限
に
属
す
る
事
務
の
管
理
及
び
執
行
の
状
況
に
つ

い
て
点
検
及
び
評
価
を
実
施
す

る
た
め
、
必
要
な
事

項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

（
点
検
及
び
評
価
の
実
施
）

第
二

教
育
委
員
会
は
、
毎
年
、
前
年
度
の
教
育
に
関
す

る
事
務
が
青
森
県
教
育
施
策
の
方
針

に
基
づ
い
て
適

切
に
実
施
さ

れ
て
い
る
か

点
検
す
る
と
と
も

に
、
そ
の
成
果
及
び
課
題
等

に
つ
い
て
自
ら
評
価
す

る
も
の

と
す

る
。

（
学
識
経
験
者
等
の
知
見
の
活
用
）

第
三

教
育
委
員
会

は
、
点
検

及
び
評
価

に
つ
い
て
の
客
観

性
を
確
保
す
る
た
め
、
点
検
及
び
評
価
の
実
施
方
法
並
び
に
そ
の
内
容
等
に

つ
い
て
意

見
を
聴
取
す

る
な

ど
、
教
育
に
関
す
る
学

識
経
験
を
有

す
る
者
の
知
見
を
活
用
す
る
も
の
と
す
る
。

（
点
検

及
び
評
価
の
結

果
の

活
用
）

第

四

点
検
及
び
評
価
の
結
果
は
、
教
育
施
策
の
企
画
立
案
等
、
効
果
的
な
教
育
行
政
の
推
進
等
に
活
用
す
る
も
の
と
す

る
。

（
県
議
会
へ
の
報
告
等
）

第
五

点
検
及
び
評
価
の
結
果
に
つ

い
て
は
、
報
告
書
を
作
成
し

て
県
議
会
へ
提
出
す

る
と
と
も

に
公
表
す

る
も
の
と
す

る
。

（
そ
の
他
）
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第
六

こ
の
要
綱

に
定

め
る
も
の
の
ほ
か
、
点
検
及
び
評
価

に
関

し
必
要
な
事
項

に
つ
い
て
は
、
教
育
長

が
別
に
定

め
る
。

附

則

こ
の
要
綱

は
、
平
成
二
十
年
五
月
七
日
か
ら
施

行
す
る
。

附

則

こ
の

要
綱
は
、
平
成
二
十
七
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

1

地
方
教
育
行
政
の
組
織
及
び
運
営
に
関
す
る
法
律
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
二
十
六
年
法
律
第
七
十
六
号
）
附
則
第
二
条
第

2
一
項
の
場
合
に
お

い
て
は
、
改
正
後
の
青
森
県
教
育
委
員
会
の
事
務
の
点
検
及
び
評
価
実
施
要
綱
の
規
定

は
適
用

せ
ず
、
改

正
前
の
青

森
県
教
育
委
員
会
の
事
務
の
点
検
及
び
評
価
実
施
要
綱
の
規
定

は
、
な

お
そ
の
効
力
を
有
す

る
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
、
改

正
前
の
青

森
県
教
育
委
員
会
の
事
務
の
点
検
及
び
評
価
実
施
要
綱
第
一
中
「
地
方
教
育
行
政
の
組
織

及
び
運
営

に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
一
年

法
律
第
百
六
十

二
号
）
第
二
十
七
条
」
と
あ

る
の
は
、
「
地
方
教
育
行
政
の

組
織

及
び
運
営

に
関
す
る
法
律
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律

（
平
成
二
十

六
年
法
律
第

七
十
六
号
）
附

則
第
二
条
第
二

項
の

規
定

に
よ
り
な
お
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
る
同
法
に
よ
る
改
正
前

の
地
方
教
育
行
政
の
組
織

及
び
運
営

に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
一
年
法
律
第
百
六
十
二
号
）
第
二
十
七
条
」
と
す
る
。
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青森県教育委員会の事務の点検及び評価実施要領

平成20年5月7日 制 定

平成21年4月30日 一部改正

平成26年6月20日 一部改正

令和元年6月3日 一部改正

（ 趣旨）

第１ この要領は、青森県教育委員会の事務の点検及び評価実施要綱（ 以下「 要綱」

という。） に定めるもののほか、点検及び評価に関し必要な事項を定めるものと

する。

（ 点検及び評価の対象）

第２ 点検及び評価の対象は、青森県における教育の振興のための施策に関する基

本的な計画（ 平成３１年１月９日決定） に掲げる施策とする。

（ 点検及び評価の手続き）

第３ 点検及び評価の手続きは、政策点検（ 青森県政策点検の実施に関する要綱（ 平

成２１年２月２５日制定） に基づく 政策点検をいう。） の例によるものとする。

（ 学識経験者）

第４ 要綱第３に規定する教育に関する学識経験を有する者は、青森県総合計画審

議会（ 青森県附属機関等に関する条例（ 昭和３６年１月条例第１４号） の規定に

基づき設置されたものをいう。） とする。

（ 報告書の作成）

第５ 教育長は、この要領に基づき実施した点検及び評価の結果に関する報告書の

案を作成し、教育委員会に提出する。

（ 県議会への報告時期等）

第６ 点検及び評価の結果に関する報告書は、作成後、すみやかに県議会に提出す

るとともに、県のホームページ等により公表するものとする。
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（ その他）

第７ この要領に定めるもののほか、点検及び評価の実施に関し必要な事項につい

ては別に定める。

附 則

この要領は、平成２０年５月７日から施行する。

附 則

この要領は、平成２１年４月３０日から施行する。

附 則

この要領は、平成２６年６月２０日から施行し、平成２６年度に実施する点検及

び評価から適用する。

附 則

この要領は、令和元年６月３日から施行し、令和元年度に実施する点検及び評価

から適用する。
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